




大 森 正 之
1.は じめ に
本稿は,1998～1999年 度に文部省科学研究費補助による共同研究(萌 芽
的研究 ・課題番号1087089)と して行われた 「内水面漁業協同組合 の環境保
全機能一環境経済学および環境社会学かちの接近一」の研究成果報告書 ・第









また本稿 は,同 報告書第1部 所収の[文 献研究一1]「 内水面漁業制度の
確立 と流域環境 ・魚類資源問題」を改稿 した先行論文ωにおける以下の成果
(317)171
政経論叢 第69巻第2・3号
を引き継 ぐものである。即ち,同 論文では1949年 の漁業制度改革において
内水面漁業制度が確立する過程を環境保全制度分析の立場か ら検討 し,そ こ
に流域環境および魚類資源の保護の観点が欠落 している問題点を指摘 した。
そして,当 該制度の確立以降に展開 さ弗た1950年 代および1970～80年 代に
おける批判論 と内水面漁協関係者が1990年 代後半において指摘す る流域環
境 ・魚類資源問題群 とを統一的に把握する際に有効であり,ま た,こ うした
問題群についての調査票調査(1999年5～7月 実施済み)に 資する仮説群 を
導出する際にも有効 となる分析視角の設定がなされた。それは内水面流域の
環境と魚類資源をめぐる次の4っ の次元における利害対立か ら構成された。
[1]漁 業者 と漁業者 との間の流域環境 と魚類資源をめ ぐる対立
[II]漁 業者 と遊漁者 との間の流域環境 と魚類資源をめ ぐる対立
[皿]漁 業者 ・遊漁者と他の流域環境利用者 との間の流域環境と魚類資源
、をめぐる対立




の流域環境 ・魚類資源問題の概要をそれぞれ叙述 し,上 記の分析視角に即 し




1949年 の漁業制度改革から4年 後に出版 された近藤康男編 「日本漁業の
経済構造』(1953年)「 第6章 第5節 陸水における漁業制度改革:」で は,
172(318)
内水面漁業制度への批判論と近年の流域環境 ・魚類資源問題
旧漁業法(1901年)の 特徴 として次の3点 が指摘 されている(3)。
① 官有水面への漁業権の官許によって,漁 業に対する国家権力の確立が
なされた。
② 漁業権の創設 と漁業組合制度の確立には,で きる限り旧慣を保持する
意図があった。
③ 魚類の繁殖保護 ・漁業取 り締まりについて統一的規定をおいたが,そ













③ 内水面の漁業組合は,生 産者集団としては機能 しておらず,し たがっ
て戦後の漁業法改正で漁業権の賃貸が不可能となれば,存 立の基礎を失
う可能性があった。








れた。そ して,国 費 ・県費の一部がふ化放流資金として流れた。















状は,主 に1949年3月 の 「漁業センサス第3集 」に基づ き,次 の2点 にお
いて特徴づけられた(7)。
① 内水面漁業者24,770戸 のうち兼業が88.5%を 占め,そ の大部分 は農
林業との兼業である。
② 内水面漁業者の土地所有に着目すれば,海 面漁業者 に比べ,5反 以上





① 内水面漁業が地主支配の存続ゆえに発展の芽をつみ取 られ,停 滞的な
状態に追い込 まれている。
② 増殖事業が地主支配の基礎を一層強固にしている。
したがって1949年 の内水面漁業制度の改革 は不十分であり,さ らなる改
革を必要とすると結論づけ,内 水面漁業は農林業に癒着 した問題 として把握
され,内 水面漁業の発展 ・漁民の解放のために,「山林を含む土地改革 の徹




効率的漁法の採用を促 し,下 層漁民の存立 ・生存の危機として発現する。ま
た,昭 和初年以降に上層瀧民による増殖事業の発展がみ られ,そ こでは資本
調達を目的として漁業組合設立の機運が高まる。そして企業的な漁業者のみ
ならず遊漁者や小商品生産者を含む上層組合員の組合の内部および外部での
立場は強化される。 こうした状況は戦後 も継続 しており,に もかかわらず新
漁業法は,漁 協から排除されている貧困者層をどのように 「増殖を中心とす
る漁業」に参加せるかという課題を度外視 し,放 置 したままであると批判す
る。
さらに著者は,以 上の批判的評価を裏付けるものとして,長 野県の漁場調
査(1951年 実施)か ら一事例を紹介 し,漁 場 を分割 して組合員に落札 させ
る戦前来の制度において,.落 札価格の2割 を補償金 として漁協に供出させ,






帯施設となり,漸 次遊漁的な色彩を帯び漁業 の発展は大 きくゆがめ られて
いった」(9)と批判する。
結局,当 時の漁業経済学は,内 水面漁業の展開が戦後の農地改革の 「不徹
底」に制約 されてお り,農 山村社会の土地所有関係とそれに基礎づけられる
政治的支配が内水面漁協内部 においても貫徹 しているとみな し,次 のように
この個別事例を総括 した㈹。
① 漁場の地主支配 は,放 流事業を中心 とする漁協 という形式をもってお
こなわれ,漁 協はこれを固定化 し強化 している。






① 反下層漁民的な漁協のあり方は,電 源開発に伴 う水利権問題や鉱毒問
題に関する紛争においても姿を現わす。
② 戦後 この種の開発事業が権力を背景 として強行され,湖 沼は水位を低
下させ,河 川はダムによって寸断 された。各種稚魚の放流が必要 となっ
たのは,主 としてダムのためであるといってよい。
③ このような問題に対する漁民側の抵抗が弱 く,多 くは,漁 場を守るこ
とよりも補償金要求に向けられる傾向が見 られる。
④ なぜならば,多 くの場合,交 渉主体であり補償金の配分機関である漁
協において,上 層漁民,即 ち組合役員層にとっては漁場を職場として守
るということは大 した問題ではなく,開 発事業者か ら金を出させ,不 労





⑤ 下層漁民は,個 人的には漁場を失うことが生活基盤を失 う場合で も,
村落社会の内部関係か らして,こ の傾向に同調せざるをえない。これが
水利問題や鉱毒問題で漁民や農民が屈服 した り,買 収されたりする根本
的な理由である。
⑥ 開発事業者からの補償金を,組 合員に対 して分割 して配分するのでは






の自発性な余暇活動であり,自 給的漁業は下層農民に対 して課せ られた高額
小作料の 「安全弁」として,半 ば強制された活動であるとみなす認識である。
ここには農山村の中間層 としての自作=中 農や非農林業者(住 民)に よる




評価を,既 述の分析視角を構成する4つ の次元に即 して整理すれば,以 下の
ように特徴づけられ,ま たその問題点が指摘できる。
[1]当 時の漁業経済学において,内 水面漁業制度は,主 に漁業者 と漁業
者 との間の流域環境 と魚類資源をめぐる対立に着 目する観点か ら,戦





漁業制度改革後 も,内 水面漁業における基本的対立は,地 主および上
層漁民(農 民)と 下層漁民(農 民)と の間の直接的および漁協を媒介
とした漁場支配をめぐる対立 として把握 されている。
[IIコ そのため遊漁は,自 作=中 農層 と農林業以外の多様な職業をもつ流
域住民,さ らには流域外の住民に広 く開かれた自発的な活動 としてで
はなく,流 域の地主 ・上層農民による非生産的なレジャーとして理解
されている。 したがって,漁 業者と遊漁者との間の流域環境と魚類資
源をめぐる対立は,下 層漁民(農 民)が 漁協へ所属 しているか否かに
関わらず,彼 らと漁協を支配する地主=遊 漁者および上層漁民=漁 協
役員 との間の階級的 ・階層的対立 に倭小化され,解 消されてしまう。
[皿]電 源開発や水質汚染による漁場紛争への被害漁民側の対応は,漁 業
者 ・遊漁者 と他の競合的な流域環境利用者 との間の流域環境と魚類資
源をめぐる対立 としては理解 されない。む しろ,国 家権力を背景 とし
た公益事業者=漁 場破壊者 とそこから補償金を得て不労所得者化する
地主(遊 漁者)お よび上層漁民が,漁 場を職場 として守 るべき下層漁
民(農 民)に 対立 している構図として理解されている。
[IV]し たがって,現 世代 の漁業者 ・遊漁者 ・他の流域環境利用者(お よ
び内水面漁業制度)と 将来世代のこれらの各流域環境利用者および流
域環境の享受者との間の流域環境と魚類資源をめぐる対立は,国 家 ・
地主 ・上層漁民(農 民)に よる下層漁民(農 民)に とっての漁場(流
域環境 と魚類資源)の 収奪 として理解 される。 なお明言されてはいな
いが,現 世代におけるこうした収奪 は,下 層漁民の子孫にとっての漁
場の喪失 として継続す るとみなす理解が ここには暗示 されている。 し





漁場の収奪 ・喪失により直接的および間接的に(流 域環境 ・魚類資源
の保護主体の消滅か ら)将 来世代の遊漁者や流域環境の享受者が不利








1973年,神 奈川県酒匂川において,県 の行 う取水ダム建設に際 し,流 域環
境破壊が危惧されっっ も,内 水面漁業権の一部消滅に対 して補償金が漁協に
支払われた。 この事例では,漁 協役員は補償金の組合員への全額配分に反対
し,増 殖事業への補償金の使途特定を主張する 「魚族保護派」として現れた。
他方,大 半の組合員は 「全額配分派」として現れ,結 局,後 者の主張が 「組
合民主主義」にそ くして採択された。さらに,こ うした状況に対 して,非 組
合員遊漁者および一部の市民は,組 合員に補償金の返還請求を行 うに至った。
雑誌 『ジュリス ト』所収の論文 「内水面漁業権制度の今 日的課題一増殖漁













酒匂川での遊漁機会 も取水ダム建設前 と同じように引き続 き確保 される
ことが可能になった」はずである。
また補償金の組合員への分配は明 らかに,水 産庁長官通達(1951年3月7
日)に 反する行為であった。即ち通達によれば,補 償金は 「当該水面におけ
る漁獲高を被害発生以前の状態まで復元することを条件として支払われてい
る場合が多い」 ことか ら 「補償金は復元費に充てることが契約上の義務とさ
れている」 のである(14)。川村氏は,補 償金が組合員へ全額配分されて しま う
元凶が,現 行の増殖漁業権方式にあるとして,こ の方式を次の2点 で特徴づ
けている㈹。
① 増殖漁業権方式 は,戦 後の漁業制度改革時における第一次案の国営増
殖方式が,漁 業者の反対によって 「協同組合に漁業権を免許 し増殖を行
わせる」内容に 「後退」 して制度化 された。
② それゆえに,ま ず都道府県の内水面増殖計画に漁業権免許を従属させ,
次に漁業権者=漁 協の増殖義務を明文化 し,さ らには漁協が遊漁者に行
徳する漁場管理権を知事 と内水面漁場管理委員会のコントロール下にお
くとする条件が付加 された。

















に非組合員遊漁者であることよりも多 くのメリットがあり,そ れに比 して組









② 漁業権行使規則は公的にチェックされるとはいえ,結 局は 「仲間的規
制」 となり 「空文化」 して しまう。なぜな らば 「仲間的規制」は漁業者
集団における生業的規制として,漁 協が職業的漁業者のみで組織されて










派 と見 なしうるのが漁協代表5名,土 地改良区代表2名,自 治体代表1
名であり,そ の他は学識経験者2名,遊 漁者2名,自 治体元役員1名 で
あった。 この人的構成からして漁協による不当な遊漁料の設定へのチェッ
クは期待できないと川村氏は主張する。)













な回帰を積極的に提案 しない理由については明 らかではない。 また,漁 協に
漁場管理を委ねる条件としての 「多数の漁業者」の存在 とはゴいかなる基準
を満たす漁業者が,ど の程度の割合で流域社会 と組合内部に存在することを
意味す るのか,に ついても明 らかにされていない。 さらに,現 行の水産協同
182(328)
内水面漁業制度への批判論と近年の流域環境・魚類資源問題
組合法において,川 村氏の批判する漁場私物化推進者とは,組 合員化 した遊
漁者であっても,形 式的には一定の期間(少 なくとも年間30日)以 上 は水
産動植物の採捕 もしくは養殖に従事する条件を満たし,増 殖義務を負 う漁協
に自主的に加入 している 「準漁業者」なのである。また,先 行論文で指摘 し
たように,既 に漁業制度改革時において も,組 合員に占ある専業者や通年兼
業者の比率に比 して,季 節的 ・自給的副業者 と遊漁者組合員 を含 めた この
「準漁業者」の比率が圧倒的に高い地域があった。そして この傾向 は,戦 後
一貫 して,専 業者の兼業者化と兼業者の遊漁者化によって全国的に強め られ
た。実際,.川 村氏のいう 「多数の漁業者」の存在する流域 は,都 市イヒの一層





理解を,既 述の分析基準を構成する4っ の次元に即 して整理することで,、そ
の特徴 と問題点を以下のように指摘できる。
[1]県 営 ダム工事 に際 して,漁 業権補償金を漁協に留保 し増殖事業に還
流させる方針は漁協の役員層によって提起 された。他方,そ れに反対
し全額 を組合員に配分する方針は遊漁者組合員から提起 された。 ここ
では,1950年 代の漁業経済学が指摘 したような,組 合役員層=地 主 ・
上層漁民が補償問題において下層漁民の職場である漁場を放棄させる
事態は見 られず,逆 に遊漁者組合員が自らの レジャーa)場 を放棄 して
いる。 こうした事態は,も はや漁業者相互間の階級的 ・階層的対立と
しては捉えられない。むしろ事例では,流 域環境と魚類資源をめぐる





階級的 ・階層的対立は既に解消されていると判断 しているか,あ るい
は度外視 している。そして,そ の背景には,専 業および兼業の内水面
漁業者の激減あるいは消滅,つ まり漁協の遊漁者団体化 という全国的
な状況の推移があった。






[皿]漁 業権補償問題そのものが,県 営取水ダム工事 とそれによる流域環
境と魚類資源の破壊を漁協が受け入れたことに発 している。県は公共
的観点か ら漁業権の免許 ・更新を認可 し,漁 業権行使規則と遊漁規則
の遵守を監督する立場にある。 しか しなが ら,こ の事例では,県 は公
共事業である取水ダム工事の発注主体として,換 言すれば流域環境の
一利用主体として,水 資源および魚類資源の利用をめぐって組合員遊
漁者および非組合員遊漁者 に対立 していう。 とはいえ,こ のダム工事
と漁業権補償それ自体 に対 して,川 村氏 は何 ら疑義を提起することな
く,む しろ補償金が増殖事業に還流 される限りで,ダ ム工事とその公
共性をあらかじめ是認 している。
[IV]漁 協が県営取水 ダム工事に対 し,物 権的請求権に基づいて妨害排除





よび市民的享受の公共性 と取水 ダムの公共性 とを比較秤量する環境ア
セスメントが,そ の法制化(1997年)に 先駆 けて,県 レベルで 自主
的に行われ,公 の場でその結果が審議 ・検討 された形跡 もない。環境
アセスメントにおいては,既 存の漁業者 ・遊漁者 ・市民的享受者と取
水 ダム工事発注者である県との間で,流 域環境と魚類資源をめぐるそ
れぞれの利害が比較秤量 されるにとどまらず,現 世代の流域環境利用
者 ・市民的享受者 と将来世代のこうした関係者との間の利害 も比較秤
量されねばならない。そ して,こ の二つの比較秤量の過程を経て初め
て,事 業の発注 ・遂行の可否が決定されるべきであった。
漁業権 は本来的に私権であり,内 水面 における増殖漁業権はこの私
権性を強める方向(先 行論文で指摘 した 「囲い込み」の方向)に 機能
する。 しか しながら現行制度では流域環境と魚類資源の保護という公
共性を漁業権管理主体 としての漁協が担 っている。このような矛盾を
胚胎 させていることから,特 に漁業者 ・遊漁者以外の流域環境利用者
が行政機関である場合,漁 業権の担う公共性は相対的に劣位におかれ
ざるを得ない。 とはいえ,漁 場管理権を自治体に帰属させた場合(国
営増殖方式へ回帰 した場合)に は,自 治体による流域環境利用(事 例
では上水道事業)の もつ公共性と遊漁的利用 ・市民的享受の公共性と
の比較秤量が,環 境アセスメントの過程をへて,そ の結果とともに公
の場で審議 されることはない。む しろ,自 治体の内部での恣意的な比
較秤量 とそれに基づ く判断の過程について,利 害関係者にいっさい情
報が開示 されないままに,流 域環境と魚類資源への配慮を欠いた公共
事業が推進される可能性が強い。




















ここで取 り上げる小林収氏(豊 田市政研究会代表)の 内水面漁業制度への
批判論 「内水面漁業権で川は守れるか」(1982年)・ は,3-1で 検討 した批判










問題が発生 し,同 時に,大 規模住宅開発とゴルフ場開発 による水質汚染
も進行 した。
② 漁協は1925年 以来,汚 染者か ら漁業補償をもらい続けてお り,1965
年以降の汚染事例でも同様の対応を した。 しかしながら,こ の間,補 償
金は漁協の一般会計に繰 り入れられ,河 川の管理 と魚類増殖のために使
われてきた。
③ 漁業補償をめぐる問題は,1971年 に補償金の組合員への配分が行わ














① 漁協の理事は14名 であり,そ の平均年齢は約60才 である。理事の構
成 は元市会議員である専従組合長1名,会 社員3名,零 細企業役員3名,
職人3名,農 業者2名,商 店主2名 である。 こうした役員は 「小遣い稼
ぎの終身職」である。
② 組合員は約1,000名 であり休日に釣 りを楽 しむ 「単なる遊び人」である。
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つまり漁協 は既 に実態としては漁業権 という既得権益を共有する遊漁者の
団体であり,し かも漁業補償金を既存の構成員のみで配分するために,組 合
加入希望者を排除することで,非 組合員遊漁者に対立 している。 こうした問
題点をふまえ,小 林氏はもはや漁協 は 「川の浄化 ・保護の運動主体ではなく




再編成の提案を,既 述の分析視角として提示 した4っ の次元に即 して整理す
ることで,そ の特徴と問題点を以下のように指摘できる。
[1]事 例において漁業者相互間に明確な階級的 ・階層的な差異とそれに
基づく対立 は認 められない。漁業者 と漁業者の間の流域環境と魚類資
源をめぐる対立 は,職 業的漁業者が既 に存在 しない以上,も はやあり
えない。そ して3-1の 事例 と異なり,漁 協 には増殖事業の公共性を自
覚 している役員や組合員 も,も はや存在 しない。
[II]漁 業者 と遊漁者の利害対立 は,漁 協が漁業補償金を流域環境と魚類
資源の保護義務の履行に充当 しておらず,そ の上,流 域環境と魚類資
源の劣悪化 に起因する漁協経営の困難を遊漁料値上げに転嫁すること
で,組 合員遊漁者と非組合員遊漁者および地域住民との間の対立とし









合(詳 細は不明であるが),事 業発注者としての自治体 は,住 宅建設
の公共性を盾に,漁 業権の私物化を推進 し増殖事業の公共性を無視す
る漁協に対 して,自 らに有利 に漁業補償交渉を推 し進めたであろう。
矢作川漁協では,戦 前期か ら1971年 まで,他 の競合的な流域環境
利用者の事業にともない漁業者 ・遊漁者が被る外部不経済の発生に際
して,漁 業権の物権性に基づ く漁協からの妨害排除請求などによって














[IV]小 林氏の 「地域住民全体による漁業権の獲得と漁場管理」 という代
替案は,確 かに具体的な内容をもっていない。 しか しなが ら,既 存の
組合員遊漁者=漁 協と私的および公共的な流域環境 ・魚類資源の収奪
者および現行の内水面漁業制度が,現 世代の非組合員遊漁者と流域環




る。また当時は,環 境資源の競合的利用の発生に際 して,現 在的およ
び将来的な利害対立を考慮 して,そ の緩和を志向する環境アセスメン
トの実施が,自 治体および民間事業者の義務として制度化されていな
い。それゆえに小林氏 は,流 域環境 と魚類資源に関する地域住民(将
来世代をも含む)全 体の利益を代表 し漁業権 ・遊漁権を管理する組織
として,漁 協のみならず自治体 もまた不適格であるとの判断を下さざ
るを得ない。





る仕方 において,新 たな民間の流域環境 ・魚類資源の管理組織が既存
の遊漁者団体化 した漁協との間にいかなる根元的な差異を有 し,そ れ








広報誌 「広報ないすいめん』(以 下,全 内漁連および広報誌 と略す)を 資料
として,内 水面漁協における流域環境 ・魚類資源問題の歴史的な推移 とその





広報誌2号 において,水 産庁は,全 国的に1965年 頃か ら産業 ・生活廃水
による水質悪化,治 水利水工事による河川の分断,湖 沼の富栄養化が引き起
こされたと指摘 している。 しかしなが ら,同 誌7号 に掲載 された大渡斉氏
(前埼玉県水産試験場長)の 論文 「河川 ・湖沼漁業の変遷と現状及び問題点」
では,そ れ以前の1957年 か ら1964年 までの間に,農 林水産省統計 において
内水面漁獲量が低迷 した原因を 「水質公害」に求めている。
他方,個 別河川 における流域環境破壊の推移としては,同 誌5号 で,広 島
県太田川の事例が次のように報告されている。太田川では,ダ ムによる河川
の寸断が1960年 代に始まり,発 電用取水 ダムに1996年 時点での同河川の流
量の5～10倍 が流れ込むに至った。そして同じく1960年 代は じめか ら飲料
工場と食品工場の廃水が水質を悪化させ,そ れが1970年 の水質汚濁防止法
の制定まで続いた。さらに1970年 か らゴルフ場の造成による泥水汚染が問
題となる。そして1996年 時点では,合 併浄化槽が普及 しない ことか ら生活





広報誌4号 では,栃 木県奥日光の全内漁連 ・日光支所における環境保全対
策が,年 々増加する遊漁者 によるゴミの不法投棄の防止 と投棄されたゴミの
収集であると報告されている。また遊漁者の増加による魚類資源への悪影響
については,同 誌11号 に野村稔氏(東 京水産大学名誉教授)の 報告が掲載
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されて いる。 野村 氏 は,第5次 漁 業 セ ンサ スにお け る1973年 の遊 漁者 数
831万 人 が,第9次 漁業 センサスにおけ る1993年 の遊漁者数1,334万 人 まで
に急増 して いる点 に着 目する㈲。 そ して,遊 漁者 の レク リェーシ ョン需要 を
満足 させるために は天然の魚類資 源の保護 どころでな く,漁 場の 「釣 り堀化」
以外 に対応 で きない状況 を指摘 している。
(3)新 たな流域環境 ・魚類資源問題の発生
広報誌2号 の中野荘次氏(水 産庁沿岸課)の 報告によれば,近 年,魚 食性
外来魚 による漁業権対象魚類の卵,稚 魚への食害が全国の河川湖沼で問題と
なっている。問題視されているのはオオクチバス,コ クチバス,ブ ルーギル
である。1999年 時点で,一 部の閉鎖性の湖沼では漁協が例外的 にオオクチ
バスを漁業権対象魚 として増殖 している。 しか しながら,ほ とんどの他の漁
協では魚食性外来魚の駆除に難儀 している。また,こ うした魚食性外来魚の
放流は,遊 魚者によるものと漁協関係者は見な1している。同誌6号 によれば,
「全国内水面瀬業振興大会(1996年)」 における漁協側(長 野県漁連)か ら
の質問に対 し,水 産庁は近年問題化 している食害について,コ クチバス対策
として33県 で内水面漁業調整規則による 「移植制限」 が行われて いると回






さらに,新 たな流域環境 ・魚類資源問題 として,放 流用鮎の稚魚に発生 し
ている冷水病について広報誌では多 くの紙面を割いている。 同誌16号 所収





同誌9号 では,全 内漁連の調査(1997年)に よれば,全 国の被害総額が年
間約17億 円にのぼっていると報告 されている。








いる(22)。上記 の 「大会」や 「会議」で議論された行政諸機関への要請事項は,
表1の ように分類できる。
表1か らわかることは,.全 内漁連が一種の圧力団体として,所 管官庁の水
産庁のみならず農業水利権 ・森林行政を所管する農林水産省,河 川管理 ・河
川工事および非農業水利権を所管する建設省,環 境の質一般および生物資源
保護を所管する環境庁 と折衝を重ねている点である。 しか しなが ら,鉱 工業
者等を所管する通産省 との間の折衝ははほとんど行われていないようである。
なお,当 然,個 別漁協 は都府県単位の連合会綿織において県の水産行政当局
のみならず行政総体とも折衝 しており,都 府県への要請は補助金や補助事業






表1内 水面漁業者団体から関連省庁に対 して要望 している事項





















・河川法施行令第16条4に 基づ く河川へのゴ ミ投棄禁止の徹底
・河川改修時の流域環境 ・魚類資源保護
・生物多様性保護問題への取 り組み
資料1全 国内水面漁業協同組合連合会 『広報 ないす いめん』1～16.1995.6～1999.4
(2)流 域環境 ・魚類資源問題の漁協経営危機への連鎖
流域環境 ・魚類資源の劣悪化に端を発 し,そ れによって現行の増殖漁業権
方式の矛盾(私 的経営体である内水面漁協による公的な流域環境 ・魚類資源
保護活動の遂行)が より先鋭化されることで,漁 協の経営悪化(収 入減 と支
出増)が 加速度的に進行 している。広報誌において,こ の種の経営危機問題
は 「内水面資源活用推進事業 ・全国情報交換会副 でのパネルディスカッショ
ンの場で一般的な傾向として議論されている。経営危機の実態に関する各年
度の大会報告内容を整理すれば,表2の ように分類できる。






・賦課金納入,放 流作業,河 川清掃,水 質監視 などの義務
(作業)が 多いので組合員と組合員か らの収入(行 使料と












は20億 円か ら30億 円にもなっており,こ の赤字を自治体
特別収入による の補助金,漁 業権補償金の運用や漁協の事業収入で補って
損失補填の恒常化 い る 。
・放流量の増大と収入に しめる補償金の ウエイ トの増大が
危惧される。
・河川改修で魚が住みに くくなり,経 営 ・増殖事業が困難









こり,他 方で放流(増 殖)事 業費と環境保全対策費の増大をまねく事態が進
行 していることがわかる。 さらに,遊 漁者の増大と乱獲 ・密漁に対する漁場
管理や監視活動に要する費用の増大が加わり,放 流事業費の捻出をも困難に





差額が20億 円か ら30億 円にもなっており,こ の赤字を自治体からの補助金,
漁業権補償金(の 運用益)や 漁協の事業収入で補填することが恒常化 してい
ると報告 している(x)。この報告は,同 誌上での次のような漁業センサス ・デー
タに基づく指摘から導かれたものであろう。
まず,同 誌創刊号において全内漁連の専務理事,佐 藤稔氏は,第8次 漁業
センサス(1988年)を 基に算定すると,全 国 レベルでの放流事業費総額 と




氏は,第9次 漁業センサス(1993年)に よれば,全 国の放流事業費は約113
億円であり,遊 漁料と賦課金の全国集計額がこれを満 たさない約84億 円に
すぎないことを指摘 している(25)。これらの指摘は,流 域環境破壊 と乱獲によ















































・漁協 は人工醇化放流や稚魚放流,産 卵床造成,魚 道整備を
やっており,こ うした自主努力には限界がある。 しか し行政
的対策がほとんどない。
資料;全 国内水面漁業 協同組 合連合会 『広報な いすいあん』1～16.1995.6～1999.4
漁協の存立それ自体 とその活動が流域環境を保護 している点についての積極
的評価を求め,公 的な助成制度の拡大と新設が課題として提起されている。




感 も表明されている。 とりわけ,漁 協は漁業者および遊漁者の乱獲を抑制 し
増殖事業によって魚類資源を補填す る義務を引き受けるが,流 域環境の劣悪
化に対する調査活動や生物多様性の保護は国の本来的な義務であると見なす
見解は着目すべきである。 ここには,現 行の内水面漁業制度が,そ の確立過
程において度外視 し,以 降,一 般的な公害対策や環境保護諸制度に委ねてき
た,流 域環境保護の責任と義務の配分に関わる,次 のような矛盾が反映 して
いる。即ち 一方では,漁 業権とその物権性に基づ く妨害排除請求権などが
魚類資源の保護義務を担う条件で付与 されたことから,漁 協は間接的に流域
環境保護活動を担・わざるをえない。 しか しながら,そ のために,他 方で政府
(自治体)自 身の流域環境保護に関す る義務が部分的に解除ないし緩和される。
こういつた非対称性が,依 然,未 解決の課題 として存続 しているのである。
4-3内 水面漁協の全国広報誌における流域環境 ・資源問題の認識と
その問題点
内水面漁協の広報誌において提起,討 議,共 有されている1990年 代後半
の流域環境 ・資源問題,漁 協の経営困難,課 題群についての現状認識を,既
述の分析視角を構成す る4つ の次元 に即 して整理すれば,次 のように特徴づ
けられ,ま たその問題点が指摘できる。
[1]広 報誌上では,漁 業者と漁業者との間の流域環境 と魚類資源をめぐ
る対立 とその抑制についての議論,と りわけ漁業権行使規則 と行使料
の設定につ いて,個 別漁協内部の議論および相互間での議論 はほとん
ど展開されていない。 この限 りで,1950年 代の漁業経済学が指摘 し
た漁業者間の階級性や階層性に基づく対立 は,そ れ以降の専業 ・兼業
漁業者の激減あるいは消滅 と船遊漁者化によって,既 に解消されてい
るとみなす判断がうかがえる。
む しろ漁協内部では,流 域環境の劣悪化 により増大 した対策役務を
198(344)
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もっぱ ら高齢化 した組合役員や職員が担 っており,役 務 の無償化



























受け取 る漁業補償金や放流事業協力金の使途に関 して,非 組合員遊漁
者や一部市民の抱く疑念 も含 まれる。漁協 は批判や疑念を 「誤解」に
基づくものとみな している。問題点は,漁 協経営についての情報公開
が非組合員遊漁者 ・地域住民から求められているとの理解を漁協関係








業者との間で,流 域環境保全についての協定書(覚 え書き)や 工事同
意書を交わ している。 しか しなが ら広報誌上では,民 間の建設業者 ・









る交渉の過程 において,時 間や労力の投入 といった膨大な 「取 り引き
費用」が発生 しており,そ れが経営を圧迫 していること,そ してこの
「取 り引き費用」にこそ公的な補助金が充てられ るべ きであることが
200(346)
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(一種の増殖補助金)が 既に導入 されている。 これらの既存の補助金
のほとんどが放流方式の増殖事業に向けられ,直 接,流 域環境それ自
体の復元事業に向けられていない点 も,今 後解決すべき課題であろう。






















て,漁 協が締結する競合的利用者 との間の水量確保 と水質保護につい
ての協定や両者間の補償金の授受が,十 分に抑止的に機能 しているか




多様性保護の問題(魚 食性外来魚 ・魚食性鳥類 ・冷水病等の問題を含
む)が 多 く論議されている。漁協側では,生 物多様性保護は政府およ
び環境庁の所管であるとし,新 規の補助金が整備されない限 り,新 た
な流域環境保護に関する追加的業務を担うことに否定的な意見がある。
しか し一部の個別漁協 においては,「 生物の多様性に関する条約」












「内水面資源活用推進事業(補 助事業)」 の一環 として個別漁協が実
施 している。流域での小中学生を対象とした釣り教室を主催する個別
漁協 も多い。 とはいえ流域環境の次世代の利用主体への配慮にとどま






資料分析)に 引き継がれるべき仮説群と検討課題を,既 述の分析視角に即 し
て導出 し,確 認 しておきたい。
[1]漁 業者と漁業者との間の流域環境と魚類資源をめぐる対立は,1950
年代に当時の漁業経済学の観点か ら,内 水面漁民層の階級的 ・階層的
な対立が直接的なあるいは漁協を媒介とした漁場(流 域環境 と魚類資
源)の 収奪に結果する事態 として把握 された。 しか しその後の1970・
80年 代に公表された内水面漁業制度への批判論 においては,戦 後の
内水面漁業制度改革の中心的課題であった流域社会の民主化が一定程
度実現 し漁民相互間の対立を解消 したこと,あ るいは専業および兼業
の漁業者の減少ゆえに対立が解消 したことを暗黙裏に前提 している。
つまり,漁 民相互間の階級的 ・階層的対立は度外視 されている。 また








導かれよう。 したがって,後 続する調査票調査では,個 別漁協の設立
時における漁業者 と漁業者との間の利害対立の相対的重要度と現時点
(1999年)で も一部の漁業者による流域環境および魚類資源の収奪が









依存する専業 。兼業漁業者は減少 し,遊 漁者が増大す る。1970年 代
になると,こ の漁業者 と遊漁者の間の対立は,流 域での公共事業に起
因する漁業(権)補 償問題や民間事業に起因する漁業(権)補 償問題
において,遊 漁者によって組織された漁協内部の魚類資源保護派(役
員層)と 補償金配分派(遊 漁者組合員)の 対立,あ るいは遊漁者団体
化 した漁協と非組合員遊漁者 ・地域住民との間の対立 として変形 され
て現れた。
しか しながら1990年 代後半になると,こ の対立 は,流 域環境 の保
護をめぐる漁協 と非組合員遊漁者との間の対立 として現れる。特に非









要度の確認が主要な課題 となる。 他方,遊 漁規則と遊漁料水準をめ
ぐる漁協 と非組合員遊漁者 との対立がある。遊漁規則が知事の認可を




とす る後続の調査票調査では取り上 げられない。 また,漁 協か ら知事







[皿]漁 業者 ・遊漁者 と他の競合的な流域環境利用者 との間の流域環境と




における多様な原因者の特定が課題 となる。4-1一(1)で,1957年 か ら
1964年 までの間,水 産庁統計において内水面漁獲量が低迷 した原因
は 「水質公害」に求められるとする見解を取り上げた。 この見解の妥

















析が必要 となる。そして,そ こにおいては,漁 協の総収入にたいして




殖費用 と増殖補助金が他の収入や支出とどのように関連 し,流 域環境
と魚類資源の保護にとってどのように機能 しているかについての定量
的分析 も課題 となる。特に,流 域環境 と魚類資源に劣悪化をもたらす
原因者 と漁協 とが協定を締結 し実施す る対策が,果 たして流域環境 と
魚類資源の保護策 として有効か否かについての検討が要請 される。





は,現 行漁業法が規定する内水面漁業制度(増 殖漁業権方式)に おい
て,知 事および主務大臣の権限の範囲にそれが明確に位置づけられて
おらず,水 産資源保護法においても同様である。 しかしながら,漁 業
権に伴う物権的請求権の保有者として,漁 協は自主的に他の競合的流
域環境利用者との間で環境保全協定を(そ の有効性に問題を含みつつ

















おいて,「 内水面漁協の環境保全機能」 と題 して調査結果 に基づ く講演を行
(353)207
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い,広 報誌 に論考を寄稿 している㈲。 さらに本年度中には,本 学 ホームペー
ジに連動 した筆者ゼ ミナールのホームページに,調 査結果の単純集計データ
を公表する予定である。






(1)'大 森 正 之 「内 水 面 漁 業制 度 の 確立 過程 と流 域 環 境 ・魚 類 資 源 問 題 」 『政 経 論
叢 』69-1,明 治 大 学 政 治経 済研 究 所,2000.
(2)OECDで は,自 然 環境 の経 済 価 値 が 直 接 利 用 価 値,間 接利 用 価値,オ プ ショ
ン価 値,存 在 価 値 か ら構 成 され る と見 な して い る。 この 区分 に 即 せ ば,こ こで
い う 「流 域 環 境 利 用 者」 と は 直接 利 用価 値,オ プ シ ョ ン価 値 の追求 者 を意 味 し,
「流 域 環 境 享 受 者 」 とは間 接 利 用 価 値,存 在 価 値 の享 受 者 を意 味 す る 。 な お,
存 在 価 値 とは 「環 境 資産 が 存 在 し,生 態 系 の維 持 に一 定 の役 割 を果 た して い る
こと を単 に認 識 す る ことか ら得 られ る利 益 」 と定 義 さ れ て い る。 しか しな が ら,
・こ の定 義 に即 せ ば,こ の存 在 価 値 が 厳 密 に経 済 的 な価 値 と い え るか 否 か に つ い
て な お疑 問が の こ る。OECD,TheEnvironmentalEffectsofTrade,Paris,
1994,p.9を 参 照 。




(7)同 上,p,454参 照 。
(8)同 上,p.455参 照 。
(9)同 上,p.462参 照 。
(10)同 上,p.462参 照 。
(ll)同 上,p.462-463参 照 。
(12)あ らか じめ,漁 業 補 償 と 漁業 権 補 償 に お け る流 域 環 境 ・魚類 資 源 保 護 上 の 問
題 点 に つ い て,金 田 禎 之氏 の見 解(『 漁 業 法 の こ こが知 りた い(四 訂 版)』 成 山











とを内容とする。 この場合,漁 業権者の漁業権放棄と同時に,原 因者によりい
わゆる 「漁業権の対価補償」が行われる。この補償では,漁 業権に担保性 ・譲
渡性がないことから,市 場価値が算定できず,独 自に対価を算定 して補償せざ





で適用されている。つまり,政 府 ・自治体による補償事例のみならず,公 共性
の高い民間事業者による補償事例にまで拡大 し適用されている。ここに問題が
所在する。




















生ずべき損失」 と規定し,さ らに第7項 では 「補償金額」を知事が漁業調整委
員会の意見を聞き主務大臣の認可を得て決定するとしている。既に先行論文で




整,船 舶の航行,停 泊,係 留,水 底電線の敷設など)を 除いて,常 に享受 しう
るものとして漁業者には受けとめ られた。にもかかわ らず,政 府は漁場 ・漁業
権保護条項の明文化を行わず,い わば 「空手形」を振り出すことによって,政
府のみによる漁業権の債券化を漁業法に明文化 した。
しか しながら,実 際の多 くの漁業権補償事例では,知 事による 「公益上の必




境 アセスメントは1997年 の法制化以前はほとんど行われず,そ の情報が広 く
利害関係者に公開され,討 議されなかった。この限りで,両 者の 「公益性」の
優劣についての判断は極めて限定されたものとなる。特に,内 水面漁業につい
て見れば,民 間事業者の行 う電源開発等の準公共的な事業において,漁 業権補
償をめぐる取 り決めが漁協 と民間事業者の間で結ばれ,そ の際に上述の 「要綱」
が適用されて,漁 業権保有主体である漁協と漁業権の消滅を要望する事業者の
みにより,漁 業権の私的な債権化が行われている。つまり漁業権を消滅させる
にたる 「公益上の必要」を知事 ・主務大臣が判断する,と いった行政的観点か
らの漁業権債券化への歯止めは完全にはずされている。
なお,次 に,漁 業権消滅に係わる補償額算定方式を2例 あげておく。前者は
一般の算定方式であり,後 者はいわゆる電発補償方式である。
一般方式:補 償額=(粗 収入一自家労賃を含む経費)/一 般利子率(0.08)
電発方式=補 償額=(粗 収入一自家労賃を含まない経費)/一 般利子率(0.08)×0.8
この2方 式は,当 然のことなが ら,漁 場における魚類資源の自然的再生産力
を復元し,次 世代へ継承するために要する費用の算定ではな く,現 世代の漁業
者にとっての漁場の資産価値(前 者 は収益の12.5年 分,後 者は収益の10年 分)
の算定である。




(14)金 田禎之 『実用漁業法詳解(増 補十訂版)』p.459参 照。
(15)川 村泰啓,前 掲論文,p.122参 照。
(16)同 上,p.122-123参 照。
(17)同 上,p.123-126参 照。
(18)小 林収 「内水面漁業権で川は守れるか」『水問題の争点』,河 川湖沼と海を守
る全国会議 ・技術と人間編集部,1982,p.161-165参 照。
(19)同 上,p.166参 照。
(20)こ こで指摘されている第5次 漁業センサス(1973年)か ら第9次 漁業セン
サス(1993年)ま での遊漁者数(実 施年の前年の推定人数)の 推移 を改めて
確認する。各年次のセンサスによれば遊漁者総数は73年 の約831万 人か ら,
78年 の約881万 人,83年 の約965万 人,88年 の約1094万 人をへて,93年 の
約1343万 人へと増大 している。 しかしながら遊漁者人数の正確な把握は極あ
て困難なため,第9次 漁業センサスにおいても,漁 期の日数に一 日平均の遊漁
者を乗 じて推定する方法 と遊漁券発行数と遊漁券なしの遊漁者を加算して推定
する方法の採用が認められている。 この点で各年次の数値データは信頼性を欠
いている。 この調査方法は第10次 漁業センサス(1998年)で も踏襲 されてお
り,次 回センサスまでに改善が求められる。
(21)「 内水面漁業振興大会」 の記録 に関 して,1994年 第37回 大会については
広報誌創刊号所収,1995年 第38回 大会 については同誌3号 所収,1996年
第39回 大会議案および回答については同誌6号 所収,1997年 第40回 大会議
案について は同誌10号 所収,ま た回答については同誌11号 所収,1998年
第41回 大会議案については同誌14号 所収,ま た回答は同誌15号 所収。
(22)「 内水面資源活用推進事業 ・全国情報交換会議」の記録については,1994年
度会議は広報誌創刊号所収,1995年 度会議は同誌3号 所収,1996年 度会議 は
同誌7号 所収,1997年 度会議は同誌11号 所収,1998年 度会議 は同誌15号 所
収。
(23)野 村稔 「内水面漁業と外来魚の移植問題」「広報ないすいめん』ll号,全 国
内水面漁業協同組合連合会,1998,p.10




















漁協収入の うち同 じく経常的な収入である組合員か らの漁業権行使料の徴収額
と漁協の魚類販売に関する収入(組 合員か らの販売手数料の徴収を含む)を セ
ンサスは問うていないこと,第 二に,特 別収入とでもいうべきであり,ま た放
流事業費に充て られるべき①河川工事業者か らの協力金 ・同意料,② 漁業(権)
補償金,③ 自治体か らの増殖補助金をセンサスが問うていないことにある。こ
うした特別収入が放流事業に充てられていることは漁協関係者 も正 しく認識 し
ている。 しか し経常的収入であり放流事業に充てられるべき行使料については,




題があるように思われる。 しかしながら,こ うした問題点の根元は当然,セ ン
サスの設問の誤った設定にある。第10次 漁業センサス(1998年)で は,放 流
事業についての設問において,組 合事業の総収入を前回セ ンサスと同 じく遊漁





9次 と第10次 の賦課金の項目における不連続の存在が,デ ータ公表時に明示
されなければならないと考える。




(28)大 森正之 「内水面漁協の収支構造 と魚類資源問題」『広報 ないすいめん』
22号,全 国内水面漁業協同組合連合会,2000
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